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価格決定
○ 昨年から、価格が見合わないものは申し出てくれと言われている。初めてのことで、最初は警戒したが、先方が本気であることが分かっ
たため、価格が本当に厳しい商品については見直しを要求している。行政の活動のおかげだと思う。（電機・情報通信機器／１
月）

○ 天気待ちや追加撮影で当初契約した撮影時間が延長となるなど追加費用が発生した場合、1年前ぐらいから追加費用の請求が
認められるようになった。（放送／１月）

▲ 値上げ交渉に応じてくれず、単価を据え置かれている。また、保守部品も1000個、2000個が前提だった価格で2個から3個を発
注してくる。（電機・情報通信機器／１月）

▲ 人件費の増加に伴う価格の交渉は難しい。理解してくれる親事業者は増えてきたが、最低賃金上昇分の値上げを交渉すると、毎
年価格改訂には対応できないと言われる。今期は親事業者も協力してくれて若干上げたが、次回値上げできるか否かは分からない。
（繊維／１月）

支払条件

▲ 親事業者は自主行動計画を策定している工業会会員であるが、現在も120日サイトの電子記録債権での支払条件である。（産
業機械／１月）

▲ 複数の取引先から90日サイトの電子記録債権で支払われている。繊維業界では、ガイドラインや自主行動計画があっても大手が変
わっていないので、業界全体として改善していない。（繊維／６月）

○ 昨年11月頃に、120日サイトの手形払いから現金払いとなった。製紙業の自主行動計画ができた時期と重なるので、取引条件改
善の取組の影響だったのだろうと思う。（紙・紙加工品／３月）

○ 「放送コンテンツ適正化推進会議の提言を受け、今年度から放送日起算での支払いを納入日起算での支払いに変更する」という連
絡があった。（放送／１月）

【凡例】○：よい事例、▲：問題のある事例
（）内は親事業者の業種／聴取時期【参考１-①】下請ヒアリングで把握した具体的事例
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コスト負担

▲ 金型の取引条件改善が進まない。親事業者では自社の資産を増やしたくないという購買の方針があり、一括払いをお願いしても
24回分割払いのままである。（自動車／６月）

▲ 使用していない金型の保管に関し、保管承諾書（当社が作成したような内容契約）に押印するように書類が送られてくる。「保
管費用に関しては要求しない」という内容である。（電機・情報通信機器／５月）

○ 自動車産業関連の親事業者との取引では、昨年11月頃から金型の廃却ルールが制定され、既に運用を開始している。金型の保
管ルールについては、経済産業省の親事業者宛の指導が浸透して下請は助かっており、更なる進展に期待している。（自動車／
５月）

○ 昨年、親事業者から金型の保管料を負担すると申し出があった。（建設機械／２月）

【凡例】○：よい事例、▲：問題のある事例
（）内は親事業者の業種／聴取時期

▲ 残業規制が始まった大企業からの仕様書の提供が遅くなった。従来は仕様書が納期3か月前には来たが、現在は1～2か月前にな
り、結果的に短納期になっている。短納期化に伴う特急料金は払われない。当社では、納期に間に合わせるため残業で対応してい
る。（自動車／１月）

▲ 本来親事業者の技術員が行うべき仕事を押しつけられることがあり、一部で事務手数料の名目で費用請求しているが、ほとんどは
請求できない。（自動車／２月）

働き方改革

▲ 親事業者が、BCPなどを背景に「当社に万が一のことがあった場合に備える」ということで、当社しかできない技術的機密事項を求め
てくることがある。内製化しようとしているのではないかとの懸念がある。（産業機械／５月）

▲ ある親事業者は、当社の製品図面と製品を海外自社工場から現地企業に提示し、同様なものを低価格で製造させている。A社の
基本契約書には、「製品図面の知的財産権は親事業者にある」と記載されており、署名しないかぎり取引が始まらなかった経緯があ
る。（自動車／５月）

知的財産

【参考１-②】下請ヒアリングで把握した具体的事例





業種 団体名
自動車 日本自動車工業会、日本自動車部品工業会

素形材 素形材センター等 計9団体

機械製造業 日本建設機械工業会、日本産業機械工業会、日本工作機械工業会、日本半導体製造装置協会、
日本ロボット工業会、日本計量機器工業連合会、日本分析機器工業会、カメラ映像機器工業会

航空宇宙工業 日本航空宇宙工業会

繊維 日本繊維産業連盟等 計2団体

紙・紙加工業 日本製紙連合会

電機・情報通信機器 電子情報技術産業協会（JEITA) 等 計4団体

情報ｻｰﾋﾞｽ・ｿﾌﾄｳｪｱ 情報サービス産業協会

流通業 スーパー、コンビニ、ドラッグストア等の小
売業

日本スーパーマーケット協会、全国スーパーマーケット協会、日本フランチャイズチェーン協会、日本チェーン
ドラッグストア協会、日本ボランタリーチェーン協会、日本ドゥ・イット・ユアセルフ協会

建材・住宅設備 日本建材・住宅設備産業協会

金属産業 日本電線工業会、日本鉄鋼連盟

化学産業 日本化学工業会等 計6団体

警備業※警察庁より要請 全国警備業協会

放送コンテンツ業※総務省より要請 放送コンテンツ適正取引推進協議会

トラック運送業※国交省より要請 全日本トラック協会

建設業※国交省より要請 日本建設業連合会
※赤字は昨年末時点から新たに計画を策定した団体

【参考３】自主行動計画策定団体（令和2年5月末時点）
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 自主行動計画策定団体は、昨年末14業種36団体から、現在16業種47団体まで拡大しており、
対象業種、業界団体数が着実に増加。今後も、自主行動計画の策定を働きかけていく。

 昨年度フォローアップ調査結果等を受け、3月末までの自主行動計画の改定・浸透策の検討を要請。
なお、新型コロナ感染症の影響を鑑み、〆切を7月末に延期。



【参考４-①】前回資料(令和元年12月開催) 自主行動計画フォローアップ調査結果概要
 経産省所管の自主行動計画策定業種（８業種２９団体）が9～11月に調査を実施。
 「未来志向型の取引慣行に向けて」の重点三課題について、今年度の結果はいずれも改善。
 特に、②型管理の適正化「型の返却・廃棄の促進」は、発注側で大きく改善。
 一方、発注側・受注側の認識のズレは、各課題で依然として埋まらず、今後の課題。
※なお、本調査は当該年度内での実施状況について、各項目ごとに調査。
（回答例：①概ねできた（実施済）、②一部できた（実施中）、③できなかった（未実施）の3択）

 認識のズレの解消等を目的に、本年度より、取引問題小委員会(11/27,12/9)にて、策定業界団体
が一堂に会し、公開の場で調査結果等について議論。結果を踏まえて、対策検討・計画改訂を要請。

設問 発注／受注 平成29年度 平成30年度 令和元年度

①不合理な原価低減要請を行わない／受けていない
※「実施済」と答えた企業の割合）

発注 81％ 81％ 86%
受注 40％ 51％ 56%

②－１型管理の適正化（※1）
型の返却・廃棄の促進（※「概ねできた」と答えた企業の割合）

発注 39％ 39％ 50%
受注 23％ 15％ 18%

②－２型管理の適正化（※1）
型の保管費用の発注側負担（※「概ねできた」と答えた企業の割合）

発注 32％ 40％ 44%
受注 17％ 13％ 14%

③－１下請代金をすべて現金で
支払っている／受け取っている

発注 49％ 53％ 57%
受注 26％ 28％ 30%

③－２下請代金支払の手形等のサイトが６０日以内
発注 14％ 13％ 18%
受注 10％ 12％ 14%

※ ②-1、②-2について、電機・情報通信機器は、発注側・受注側の区別がないため、30年度の集計のみ除外。

＜重点三課題 改善割合＞

７

回答率は35%（昨年34％）
（今年度:対象6019社、回答2086社）





【参考５】下請中小企業振興法「振興基準」の改正（令和２年１月）について
 「下請中小企業振興法第３条第１項の規定に基づく振興基準」について、以下の目的のた
め、令和２年１月３１日に改正を行った。
 すべての型取引について、従来の保管・廃棄の適正化に加えて、適正化の対象を型の
製作や支払条件改善等を含む型取引全般に拡大し、型の製作から廃棄に至るまで型取
引の抜本的な適正化を図ること（なお、型取引の適正化に当たっては、契約のひな型
を活用 ）。

 中小企業の業務効率化を目的に、受発注システム等の電子化への対応を促進すること。
 改正「振興基準」を踏まえ、産業界の自主行動計画の改訂要請等を行い、大企業・親事業
者に対するより一層の遵守の徹底を図る。

※前回改正は、平成３０年１２月末（大企業間取引、働き方改革、事業承継等改正）

 サプライチェーンにおける電子化による業務効率化推進
（主要改正事項）
 情報化に係る責任者の配備及び企業内システムの
改善（業務のデジタル化推進を含む）

 中小企業共通ＥＤＩ（電子データ交換）などによ
る電子受発注の導入推進

 電子的な決済等（インターネットバンキング、電子記
録債権、全銀ＥＤＩシステムなどの活用）導入推
進等

 型取引の適正ルールの遵守
（主要改正事項）
 「契約のひな形」に基づく取引の実施
 不要な型の廃棄
 型製作相当費の一括払いや前払い
 量産期間から補給期間への移行の明確化
 型の廃棄・保管に関する定期的な協議・連
絡（「目安」に基づく型管理適正化）

改正事項２）電子化推進改正事項１）型取引の適正化
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